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大規模小売店舗の立地による渋滞が大きな問題となっており，店舗立地に際する事前検討項目を強化す

る方向議論が進められている．一方で，大店立地法運用主体となる各自治体において，地域の実情を鑑み

て事前検討項目を店舗設置者に課している．本研究は，この事前検討項目の設定状況を4分類し，分類ご

との店舗新設数について分析を行った．その結果，動的手法(ミクロ交通流シミュレーション)の実施につ

いて明確に定めている自治体では，店舗面積10,000㎡を超える店舗の新設が全国平均に比べ少ない傾向に

あることを示した．また静的手法(交差点需要率の算出等)については，店舗新設数は全国平均並みとあま

り影響を及ぼさないことが明らかとなった． 
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1. はじめに 

 

(1) 研究の背景と目的 

我が国では2000年に大規模小売店舗立地法（以下大店

立地法）が施行されて以降，全国各地で店舗の新設が続

いており，とりわけて店舗面積が10,000㎡を超える大型

商業施設も各地に相次いで新設されている．この大型商

業施設の立地に起因する交通渋滞は全国で大きな問題と

なっている．国土交通省では，全国の主要渋滞ポイント

のうち約1割にあたる1,200箇所は商業施設に起因するも

のと分析している１)．国土交通省は，こうした商業施設

の沿道立地による渋滞について，道路交通アセスメント

検討会を設置し議論を重ねてきた．この検討会のとりま

とめとして，今後は大規模小売店舗を含めた一定の出入

交通量が見込まれる施設については，対策を強化する必

要があるとしている． 

一方で，大店立地法については，法律の運用について

は都道府県または政令指定都市の各自治体に事務移管さ

れている．そのため，自治体によって渋滞対策等を含む

事前検討項目の内容が異なる現状となっている．事前検

討項目が多い自治体において，店舗設置者側は負担が増

えるため，大規模な店舗の立地件数が他の自治体に比べ

少なくなることも考えられる．国や都道府県の道路管理

者側からすれば，通過交通を優先するために渋滞を出来

る限り発生させたくないのに対し，市町村などの自治体

側からすると，大規模商業施設の新設は雇用の増加が見

込まれるなどの経済的効果が大きく，大規模商業施設の

新設を歓迎する傾向にあり，利害関係が一致しない2)．

特にアウトレットモールなどの大規模商業施設は，施設

自体が遠方からの来訪者を呼び込む観光資源となる場合

もあり，自治体がこうした商業施設を積極的に誘致する

ために，造成事業を行っている場合もあるほどである3)．

そのため，事前検討項目が多い自治体において店舗新設

数が少ない傾向にあるとすれば，対策を全国的に強化す

ることに理解が得られない場合も考えられる． 

そこで本研究では，大店立地法における地域の基準に

着目し，現在の各自治体の運用実態における事前検討項

目の内容が大店の立地件数に及ぼす影響を明らかにする．  

 

(2) 既存研究のレビューと本研究の位置付け 

 大規模商業施設に関連する研究は，これまでにも様々

な分野で数多くなされている． 
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 大内田3)らは，大規模小売店立地法には届出書を受理

する審査体制や審査状況が明示されていない点に着目し，

各自治体に審査体制，審査状況や問題発生状況について

アンケート調査を行うことで，審査体制と大規模小売店

舗立地に関する問題発生状況の関係について分析を行っ

ている．その結果，店舗面積が10,000㎡を越える店舗で

は渋滞等の交通に関する問題が多く発生すること，また

審査体制が整備された自治体では交通に関する問題発生

数が少なくなることを明らかにしている．関ら4）は，我

が国における大規模開発の交通アセスメントを体系的に

整理し，現状の課題と今後求められる交通アセスメント

のあり方を考察している．特に交通アセスメント手法に

関する課題として，需要追従型交通アセスメントではな

く，交通を先行させ土地利用を行う需要誘導型交通アセ

スメントの考え方が今後必要になるとしている． 

 このように大規模小売店舗に関する研究は多くなされ

ているものの，店舗周辺の交通渋滞に関するものがほと

んどであり，自治体ごとの運用実態に着目した大規模店

舗の立地動向に関する研究はみられない．  

 

 

2. 大店立地法における指針と地域の基準 

 

 大店立地法とそれに関連する法律，指針はいくつか存

在し複雑な関係となっている．そこで，本研究に関連す

る項目を中心に整理を行う． 

 

(1) 大店立地法における指針 

 大店立地法では第4条「指針」において，大規模小売

店舗を設置するものが配慮すべき事項に関する指針（以

下指針）を定めている．この指針とは，「大規模小売店

舗を設置する者が配慮すべき基本的な事項」と，「大規

模小売店舗の施設の配置及び運営方法に関する事項」の

2つが定められている． 

この2つの指針について，経済産業省編の大規模小売

店舗立地法の解説で規定されている項目のうち，本研究

に関連するものは表-1のとおりである． 

 

（2）交通に関する指針の内容 

大店立地法において定められた指針については，経済

産業省によってその内容が告示されている．この告示に

よって事前に検討すべき事項はある程度具体的に示され

ている． 

駐車需要の充足等交通に係る事項では，設置者が自ら

の判断と負担において対応を検討すべき項目として，道

路，交差点等インフラの整備状況や信号調整等の交通規

制の状況も踏まえて設置者としての対応を検討すること

が必要であるとしている．ただし道路・交差点の改良や 

表-1 本研究に関連する指針内容 

 

 

交通規制の変更など本来的に公共が対応すべき問題につ

いては，大店立地法の範囲外であることを付け加えてい

る． 

加えて，設置者は上記における検討の基本となる周辺

の交通状況に関するデータ等を含め、設置者としての取

組の全体像を地域の住民等に対して充分に説明すること

が必要であるとしている．ここでの交通状況に関するデ

ータの一例として，店舗駐車場出入口に面する道路及び

直近交差点等の現況交通量調査，来店車両の方向別台数

予測・方向別通行経路予測，店舗周辺の道路幅員・交通

規制等の調査を上げているが，このような調査をすべて

行う必要がない場合もあるとしている． 

さらに、大規模小売店舗の立地により新たに発生する

来客の自動車の交通が周辺道路における交通に著しい影

響を与えるおそれがあると見込まれる場合には、設置者

は、立地後の交通流動を予測することが必要であるとし

ている。交通流動予測の解説では，静的手法（交差点需

要率の算出）による検討のほか，動的手法（交通シミュ

レーション）による検討もあり，立地する店舗周辺道路

の混雑程度や，予測される店舗への発生交通量の規模に

よっては，静的手法のみでは交通対策等が十分に評価で

きない場合があることに言及している． 

以上の大店立地法および指針では，求められる交通対

策等の内容は本法律や指針で明確に定めているのではな

く，あくまで店舗設置者の判断と配慮に委ねられている． 

 

(3) 地域の基準 

2005年に改定された指針によって，地域の事情は多種

多様であることから，法運用主体である各自治体には地

事項名 関連する事項詳細

立地に伴う周辺の地域の

生活環境への影響につい

ての十分な調査や予測

都道府県からの意見に対

する誠意ある対応

小売業者の履行確保，責

任体制の明確化

大規模小売店舗の開店後

における適切な対応

大規模小売店舗を設置

する者が配慮すべき基

本的な事項

駐車需要の充足等交通に

係る事項

駐車需要の充足その他

による大規模小売店舗

の周辺の地域の住民の

利便及び商業その他の

業務の利便の確保のた

めに配慮すべき事項

1

2
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域の基準を予め定めるように示している．この地域の基

準では，必要駐車場台数の算定式や，事前検討項目内容

などの設定が可能である．この地域の基準によって，各

自治体によって事前検討項目の内容が異なる実態となっ

ている． 

 

 

3. 各自治体における地域の基準の設定状況 

 

(1) 設定状況 

大店立地法の運用主体となる都道府県，並びに政令指

定都市では，前述した指針によって，それぞれ地域の基

準を定めている．本研究では，これらの地域の基準のう

ち，渋滞対策等交通流動予測内容に着目するものである

ため，法運用主体となる全ての自治体における交通流動

予測内容を整理する．地域の基準は，基本的に各自治体

のHP上で手引きや要綱として公開されていることから，

本研究では2017年4月現在の地域の基準の決定状況を整

理した．法運用主体となっている47都道府県及び20政令

指定都市，計67自治体を対象に分類した5)-65)．分類の基

準と分類毎の自治体数の集計結果を表-2に示す．また，

区分毎の自治体名の詳細を表-3に示す．なおHP上に記載

のない自治体は，指針通りとし集計した． 

半数以上の自治体が交通流動予測の内容については指

針に加え，独自の基準や実施内容を定めている現状が明

らかとなった．ただし動的手法の実施基準を定めている

自治体はごく少数であり，ほとんどは静的手法のみであ

る．分類記号Aに分類される自治体では，動的手法の実

施基準を概ね店舗面積で定めている．新潟県が店舗面積

20,000㎡，その他の自治体は店舗面積10,000㎡以上を基

準とし，場合によっては基準に満たない店舗も実施の対

象とするとしている． 

本研究では指針に加え，静的手法の実施内容や基準等

を定めている自治体は，分類記号Cとした．ただし，Cに

あたる自治体全てが同じ条件ではなく，たとえば交通量

調査及び交通流動予測の実施対象を休日のみとしている

自治体，または平日・休日どちらも対象としている自治

体があるように，自治体ごとでその内容が多少異なる．  

 

(2) 運用実態の考察 

 本来「地域の基準」とは，多種多様な地域の事情に対

応するため各自治体が定めているものである．地域の基

準は本研究で取り上げている交通に関するもの以外にも，

立地条件や地域貢献に関するもの，騒音に関するものや

廃棄物に関するもの，搬入・荷さばきに関するものなど

様々あり，自治体によってはこのような部分に重きを置

いている場合もある．しかし本研究で着目する地域の基

準だけで言えば，分類されている自治体には都市部，地

方部などの関連性はみられない．これは既往の研究でも

触れられているが，特にAに分類されている自治体は各

自治体が置いている大規模小売店舗審議会の構成メンバ

ーが影響している可能性がある． 

 

表-2 分類基準別の自治体数 

 

 

表-3 分類別の自治体一覧 

 

 

分類基準 分類記号 自治体数

指針に加え，静的手法の実施内

容，基準等を定めている上で，動

的手法の実施基準を定め設置者に

課している

A 5

指針に加え，静的手法の実施内

容，基準等を定めている上で，動

的手法の実施可能性に言及してい

る

B 3

指針に加え，静的手法の実施内

容，基準等を定め設置者に課して

いる

C 35

ほぼ指針通りで，静的手法の実施

有無については協議または設置者

の判断としている

HP上での記載なし

D 24

分類記号 A B C D

自治体名

石川県，

和歌山県

兵庫県

山形県，福島県，茨城県，東京都，千葉県

千葉市，川崎市，横浜市,相模原市,福井県

静岡県，浜松市,  愛知県,名古屋市,滋賀県,

大阪市 ,堺市,神戸市,岡山県,岡山市,広島県,

広島市，鳥取県，高知県,福岡県,北九州市

福岡市，佐賀県，熊本県，熊本市，長崎県

大分県，宮崎県，鹿児島県，沖縄県

北海道,札幌市,青森県,岩手県,

宮城県,仙台市,秋田県,群馬県,

神奈川県,新潟市,長野県,

富山県,静岡市,岐阜県,三重県,

京都府,京都市,奈良県,大阪府,

島根県,山口県,徳島県,香川県,

愛媛県

栃木県

埼玉県

さいたま市

山梨県

新潟県

第 56回土木計画学研究発表会・講演集

 3



 

 

4. 地域の基準に基づく大店立地実件数の把握 

 

(1) 都市計画法と大店立地法施行以降の立地件数 

 基礎的な分析として，大店立地法施行以降から2016年

までに新設された全国の大規模小売店舗を対象に，立地

傾向の把握を行う． 

 大店立地法施行以降から2016年までに，我が国におい

て新設された大店は10,203店舗ある．このうち2007年の

都市計画法の改正によって，延床面積10,000㎡以上，店

舗面積に換算して約7,000㎡以上の店舗の新設が制限さ

れている．そのため，7,000㎡で分けて，大店立地法施

行以降の年毎の新設件数を図-1に示す． 

2007年の都市計画法改正までは，店舗面積7,000㎡以

上の店舗は全新設件数に対し概ね20％の割合であるが，

改正以降は10％前後に減少しており，法改正の影響が立

地件数に影響をもたらしたことがわかる．2008年から

2011年までは全新設件数の減少が見られるが，これは

2008年のリーマンショック，2011年の東日本大震災によ

る経済低迷が影響していると考えられる． 

 

(2) 地域の基準の設定状況と大店立地法施行以降の 

立地実態 

 地域の基準の設定状況に基いた大規模小売店舗の立

地実態を把握していく．前項では店舗面積7,000㎡で区

切り分析を行った．ここでは分類記号がAの動的手法の

実施の基準は，新潟県を除き店舗面積10,000㎡が用いら

れていることから，本項では店舗面積10,000㎡未満とそ

れ以上に分けて分析を行う．10,000㎡で分けた新設数を

図-2に示す．図-1と図-2を比較すると,近年は10,000㎡

以上の立地件数は7,000㎡以上の立地件数の半数程度で

あり，7,000㎡以上の店舗のうち半数程度が7,000～

10,000㎡で構成されていることがわかる． 

 

 

図-1 7,000㎡で分けた全国の大店新設数の推移 

 

a) 分類Aの立地動向 

 図-3は分類記号がA(5自治体)の立地実態を示している．

栃木県は2006年，埼玉県は2005年，さいたま市は2005年，

新潟県は2006年，山梨県は2013年から動的手法の実施要

綱が示されており，新潟県は店舗面積20,000㎡以上，そ

の他は店舗面積10,000㎡以上が動的手法の概ねの実施条

件となっている．全国平均との比較では，2006年以降も

10,000㎡以上の割合にあまり差がないようにみえる．そ

こで分類記号がAの各自治体を，大都市圏に含まれる自

治体と大都市圏以外の自治体に分けて分析を行う．大都

市圏外の栃木県・新潟県・山梨県をグループ1，東京都

市圏に含まれる埼玉県・さいたま市をグループ2として

分けて分析を行う．なおここでの東京都市圏の定義は東

京都市圏PT調査等に用いられる東京都・神奈川県・埼玉

県・千葉県と定義する． 

 

 

図-2 10,000㎡で分けた全国の大店新設数の推移 

 

 
図-3 分類Aの大店新設数の推移 
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図-4 グループ1の大店新設数の推移 

 

図-5 グループ2の大店新設数の推移 

 

図-4はグループ1，図-5はグループ2の立地実態を示し

ている．グループ1では，2011年以降10,000㎡超の立地

はない．個別にみると栃木県では2008年以降，新潟県で

は2010年以降，山梨県では2011年以降店舗面積10,000㎡

を超える立地が1件もない状況となっている．関東地方

(茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，東京都，千葉県，

神奈川県)で2008年以降10,000㎡以上の立地がないのは

栃木県だけであり，動的手法の条件による影響も少なか

らずあると考えられる． 

グループ2では，2014年まで店舗面積10,000㎡を超え

る立地が毎年数件ある状態となっている．これは2015年

に埼玉県内全線開通となった圏央道等，道路ネットワー

クの整備が大きく影響していると考えられる．圏央道が

整備された神奈川県，千葉県，茨城県(政令指定都市を

含む)と埼玉県の2011年から2016年までの新設数推移を  

 

図-6 圏央道沿線自治体の2011年から2017年までの大店新設数 

 

 
図-7 分類Bの大店新設数の推移 

 

図-6に示した．これらの自治体では店舗面積10,000㎡を

超える大規模店舗が，圏央道の開通が相次いだ2011年か

ら2016年までに数多く立地している．特に埼玉県・千葉

県・神奈川県を比較すると全新設数は埼玉県が一番多い

が，店舗面積10,000㎡以上の割合は埼玉県が一番低い． 

b) 分類記号Bの立地動向 

 図-7に分類記号がBの立地実態を示している．分類記

号Bは，動的手法の実施可能性について要綱や手引きで

言及しているグループであり，分類記号Aと比較すると

やや緩い条件となる．しかしながら，全国平均と比較す

ると2008年以降立地件数が少ない状況にあることがわか

る．ただしこの3自治体はやや地方部に位置することか

ら，地理的条件など複数の要因が影響している可能性が

あり，動的手法の実施可能性の影響とは断定できない． 
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c) 分類記号Cの立地動向 

 図-8に分類記号Cの立地実態を示した．分類記号Cは，

自治体によって若干の内容の差はあるものの，概ね静的

手法の実施内容が示されているグループである．全国平

均と比較すると，2008年以降の店舗面積10,000㎡以上の

立地割合は，概ね全国平均と同じ値となっている．静的

手法の実施内容の明確化については，立地件数に与える

影響はほとんどないと考えられる． 

d) 分類記号Dの立地動向 

 図-9に分類記号Dの立地実態を示した．分類記号Dは，

概ね指針と同じであり，静的手法の実施有無については

事前に相談，あるいは店舗側の判断とするグループであ

る．全国平均と比較すると，全国平均と概ね同じ値とな

っており分類記号Cとの差は余り見られない．分類記号D

の自治体でも，店舗新設箇所周辺の住民への説明や，道

路管理者等との協議のため，多くの店舗で静的手法に関

しては予測を行っている可能性がある． 

 

図-8 分類Cの大店新設数の推移 

 

 
図-9 分類Dの大店新設数の推移 

5. おわりに 

 

本研究によって得られた知見は以下のとおりである． 

1) 交通に関する事前検討項目の地域の基準の設定状

況として，動的手法の実施条件を明確化している

自治体は少数であり，自治体によっては立地によ

る渋滞発生が多発している等の地域の実情が考慮

されていない可能性もある． 

2) 動的手法の実施条件を明確化している自治体では，

他の自治体と比較し，店舗面積10,000㎡を超える店

舗新設数が少ない傾向にある．またこれらの自治

体では，大規模小売店舗の新設数に影響する幹線

道路網の開通のあった自治体では，大規模店舗の

新設数が抑制されている．一方で地方部では店舗

面積10,000㎡を超える新設が近年全くない状況であ

り，これらの自治体での大規模店舗の新設を避け

ている可能性も考えられる． 

3) 静的手法の実施内容を明確化している自治体では，

店舗面積10,000㎡を超える店舗の新設数は全国平均

並みであり，新設数は影響を受けていないと考え

られる． 

以上の知見より，各地で大店の立地による渋滞が問題

となっている状況を鑑みれば，現在の大店立地法や指針

において実施の有無やその内容を任意としている交通に

関する事前の検討項目については，実施基準や実施内容

の明確化について，最低限定める必要があると考えられ

る．その上で，静的手法における交差点等の検討範囲に

ついて，地域の実情を踏まえそれぞれの自治体で設定す

ることが望ましい． 

しかしながら，地域の基準は大規模店舗の立地を抑制

するものではなく，立地後の環境悪化を防ぐためという

観点からすると，動的手法の実施基準については柔軟に

対応することが求められると考える． 

加えて大都市圏や，国の骨幹となる幹線道路の開通が

見込まれるなど，大規模店舗の立地が相次ぐような状況

の自治体の場合は動的手法の実施を明確化することが効

果的であると考えられる．一方で大都市圏から離れた地

方部では，動的手法の実施明確化については，協議機関

の短縮が図れるよう動的手法の実施体制の見直しなど，

店舗側の負担を軽減するような施策が必要であると考え

られる．  

今後の課題として，本研究では新設数に着目した分析

したが，大規模な増床などの変更届出数に着目した考察

の余地がある．また，本研究で分類した事前の検討項目

について，分類されたそれぞれの自治体で店舗新設後の

実際の渋滞等交通に関する問題発生の有無を調査し，そ

れらを踏まえ事前検討項目の内容について検討する必要

があると考えられる． 
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